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１ 計画策定の趣旨 

  我が国における自殺者数は，平成２４年に１５年ぶりに３万人を下回りましたが，依然とし

て多くの方が自ら命を絶たれています。平成２８年４月には，自殺対策基本法が改正され，地

方自治体に自殺対策計画の策定が義務付けられました。また，平成２９年７月には，自殺総合

対策大綱が改正され，若年層対策など新たな重点施策が加わりました。

  本市における平成２９年の自殺者数は，人口動態統計によると，１２０人，人口１０万人当

たりの自殺死亡率は，１４．９，地域における自殺の基礎資料によると，自殺者数は，１４３

人，人口１０万人当たりの自殺死亡率は，１７．８７であり，政令指定都市の中で高い水準で

推移しています。

  そのような中で，本市では，平成２４年３月に策定した「新潟市自殺総合対策行動計画」を

基に，相談支援事業，人材育成事業，連携推進事業，普及啓発事業を実施してきました。計画

期間については，平成２４年度から２８年度の５年間となっていましたが，国の自殺総合対策

大綱が平成２９年夏を目途に改正することを受け，計画における数値目標を改変した上で，２

年間の延長を図り，平成３０年度までとしました。

  このたび，平成３０年度まで実施してきた自殺総合対策事業の内容や課題の整理を踏まえ，

関係機関・団体とのさらなる連携強化を図りながら，「誰もが自殺に追い込まれることのない社

会」の実現を目指し，効果的な自殺総合対策を推進するため，「第２次新潟市自殺総合対策行動

計画」を策定しました。

２ 計画の位置付け 

  平成２８年４月に改正された「自殺対策基本法」の第１３条第２項に，「市町村は，当該市町

村の区域内における自殺対策についての計画を定めるものとする」とうたわれています。これ

を受けて，自殺総合対策について，より効果的に事業を推進するため本計画を策定しました。

【自殺対策基本法 抜粋】

  （都道府県自殺対策計画等）

 第１３条 都道府県は，自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して，当該都道府県の

区域内における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺対策

計画」という。）を定めるものとする。 

 ２ 市町村は，自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案し

て，当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村自

殺対策計画」という。）を定めるものとする。

第１章 計画策定の趣旨等
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３ 計画の期間 

 本計画の期間は，平成３１年度から３５年度までの５年間とします。計画策定３年後の平成３

３年度に中間評価を行い，最終評価は，平成３５年度に行います。ただし，自殺総合対策大綱の

改正等が行われ，本計画の改正が必要と思われる場合は，計画期間の再検討を行います。

４ 計画の数値目標 

第１次計画の概要及び数値目標の達成状況 

【 概要 】

第１次計画は，市民や関係機関・団体等とのさらなる連携強化を図るため，自殺総合

対策大綱の重点施策９項目に基づき，平成２４年３月に策定しました。当初，計画期間

は平成２４年度から平成２８年度までの５年間でしたが，平成２９年度に見直された自

殺総合対策大綱の指針を計画に反映させるため，計画期間を２年間延長し，平成３０年

度までとしました。 

【 数値目標の達成状況 】 

第１次計画については，人口動態統計における平成２４年の自殺死亡率を平成３０年ま

でに２０％以上減少させることとしていました。平成２８年では，自殺死亡率の減少率は，

２６．０％，平成２９年においては，３３．２％と目標値を下回る状況となりました。 

※

注）自殺死亡率は，人口１０万人当たりの自殺者数である。

平成２４年 
平成３０年  

数値目標 

平成２８年 

（減少率） 

平成２９年 

（減少率） 

自殺者数 １８１人 平成 24 年の 

自殺死亡率 

を 20％以上減 

１３３人 

（△２６．５％）

１２０人 

（△３３．７％）

自殺死亡率 

※注 
２２.３ 

１６．５ 

（△２６．０％）

１４．９ 

（△３３．２％）

31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

中
間
評
価

最
終
評
価
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第２次計画における数値目標 

自殺総合対策大綱では，数値目標を「平成３８年までに自殺死亡率を２７年と比べて３０％

以上減少」させ，自殺死亡率を１３．０以下とすることとしています。

本市の数値目標については，計画期間である平成３１年から３５年までの５年間で「平成２

９年の自殺死亡率を１５％以上減少」することを目標とします。

（平成） ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３５年

目標値

人口動態

統計

自殺者数

（単位：人）
１５２ １５５ １３３ １２０

平成２９

年の自殺

死亡率を

１５％以

上減

自殺死亡

率 ※注
１８．８ １９．２ １６．５ １４．９

地域にお

ける自殺

の基礎資

料

自殺者数

（単位：人）
１７７ １７４ １４４ １４３

自殺死亡

率 ※注
２１．９５ ２１．６３ １７．９３ １７．８７

※注）自殺死亡率は，人口１０万人当たりの自殺者数である。
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５ 計画の体系図 

重 点 施 策 

対象別自殺対策の取組み及び方向性

  若年層におけるライフステージ別の対策 

成長過程にある若年層を「小・中学校（義務教育）」，「高校」，「大学」， 

「社会人」に分けて取組みを強化する。 

  働き盛りの年代における対策 

  事業場におけるメンタルヘルスの向上を図る。 

  高齢者層における生きがいと孤立防止の対策 

孤立，閉じこもりを予防し，生きがいづくりを促進する。 

  自殺未遂者への支援と連携 

自殺未遂者が地域で安心して生活するための支援のネットワークを強化する。 

  生活困窮者への支援と連携 

生活困窮者自立支援制度との連携を図る。 

【目標】 

 誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現 

地
域
に
お
け
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化

自
殺
対
策
を
支
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る
人
材
の
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 自殺に関する統計には，主に「人口動態統計」と「地域における自殺の基礎資料」の 

２種類があります。 

「人口動態統計」と「地域における自殺の基礎資料」では，公表されているデータが異 

なるため，２種類の統計を用いて自殺の現状を分析しました。 

「人口動態統計」と「地域における自殺の基礎資料」について 

「人口動態統計」 「地域における自殺の基礎資料」 

調査対象 日本における日本人 総人口（日本における外国人も含む） 

調査時点 死亡時点 自殺死体発見時点 

事務手続 

死亡診断書等による。 

自殺，他殺あるいは事故死のいずれか不

明のときは自殺以外で処理される。 

死亡診断書等について作成者から自殺の

旨訂正報告がない場合は，自殺に計上し

ない。 

警察の捜査等により作成した，自殺統計

原票による。 

警察の自殺統計は，捜査等により自殺と

判明した時点で，自殺統計原票を作成し，

計上している。 

公表開始 昭和２２年から 平成２１年から（自治体別）

公表データ 

自殺者数の「男女別」，「年代別」，「政令

市別」，自殺死亡率の「政令市別」等が公

表されている。 

「人口動態統計」で公表されていない

「区別」，「原因・動機別」等のデータが

公表されている。

第２章 新潟市における自殺の現状
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１ 人口動態統計における自殺の現状（死亡診断書に基づく統計） 

  本市における平成２９年の自殺者数は，１２０人であり，平成２１年の２３３人から

徐々に減少してきていますが，未だに多くの方が自ら命を絶っている現状です。

  また，平成２９年の自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺者数）は，１４．９であ

り，平成２１年の２８．７から低下してきていますが，平成２９年の全国平均の１６．

４と比較すると，１．５ポイント低くなっています。

図１ 自殺者数の推移 人口動態統計（平成１９年～２９年） 

図２ 自殺死亡率の推移 人口動態統計（平成１９年～２９年） 
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年代別の自殺者数については，男性では，４０代・５０代の中高年層が４１％と最も

多く，次いで，６０代以上の高齢者層が３４％と多くなっています。

一方，女性では，６０代以上の高齢者層が４８％と最も多く，次いで，４０代・５０

代の中高年層が２８％と多くなっています。 

図３ 新潟市自殺者数 年代別 男性（平成１９年～２９年） 

【年齢階層の定義】

  若年層：１０代～３０代， 中高年層：４０代・５０代， 高齢者層：６０代以上
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図４ 新潟市自殺者数 年代別 女性（平成１９年～２９年） 
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２ 地域における自殺の基礎資料における自殺の現状 

（警察の捜査によって作成された自殺統計原票による統計）

地域における自殺の基礎資料における本市の平成２９年の自殺者数は，１４３人であ

り，平成２１年の２４６人から徐々に減少してきていますが，未だに多くの方が自ら命

を絶っている現状です。

  また，平成２９年の自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺者数）は，１７．８７で

あり，平成２１年の３０．６２から低下してきていますが，平成２９年の全国平均と比

較すると，１．３５ポイント高くなっています。

図５ 自殺者数の推移 地域における自殺の基礎資料（平成２１年～２９年） 

図６ 自殺死亡率の推移 地域における自殺の基礎資料（平成２１年～２９年） 
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区別の自殺者数については，平成２１年から２９年までの合計でみると，中央区が最

も多く，次いで，西区が多くなっています。

また，平均自殺死亡率は，西蒲区が最も高く，次いで，江南区が高くなっています。

図７ 区別の自殺者数（平成２１年～２９年 累積） 

自殺の原因・動機の内訳については，平成２１年から２９年の合計でみると，市全体

としては，全国と新潟県と同様の傾向となっており，不詳を除くと健康問題が最も多く，

次いで，経済・生活問題が多くなっています。また，区別でも，健康問題が最も多く，秋

葉区及び西蒲区を除く６区では，次いで，経済・生活問題が多くなっています。秋葉区及

び西蒲区では，健康問題に次いで，家庭問題が多くなっています。

図８ 原因・動機内訳 区別（平成２１年～２９年 累積） 
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平成２１年から２９年の合計でみると，区別の年代別の自殺者数は，働き盛りの年代

である４０代・５０代や，６０代が多い傾向となっています。

また，北区，東区，中央区，西区では，２０代も多い傾向がみられます。

図９ 区別年代別でみた自殺者数（平成２１年～２９年 累積） 
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平成２１年から２９年の区別年代別でみた自殺死亡率については，働き盛りの年代で

ある４０代，５０代が高い傾向となっています。また，北区，東区，中央区，西区，西

蒲区では，２０代の自殺死亡率も高い傾向となっています。その他，南区では，７０代

以降の自殺死亡率が高く，江南区においても，８０代以降の自殺死亡率が高い傾向とな

っています。

図１０ 区別年代別でみた自殺死亡率（平成２１年～２９年 累積） 

【区別年代別における自殺死亡率の算出について】

 自殺死亡率

＝（平成２１年～２９年の年代別自殺者数合算）÷（平成２１年~２９年の住民基本台
帳による年代別人口の合算）×１００，０００

○平成２１年~２９年の年代別自殺者数
  地域における自殺の基礎資料自殺日-住居地ベースにおける平成２１年～２９年の確

定値を使用

○平成２１年～２９年の住民基本台帳による年代別人口

  ・平成２１年～２５年までは，市町村別年齢別人口（３月３１日時点）を使用

  ・平成２６年からは，市町村別年齢別人口（１月１日時点）を使用

※ 人口については，国が基準日と定めている住民基本台帳人口を使用

～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳～

北区 2.38 32.16 19.53 30.85 39.81 21.15 33.61 22.63
東区 4.05 24.10 28.16 31.49 29.43 33.69 30.44 22.39
中央区 5.40 25.66 20.43 21.28 30.99 30.66 21.60 21.10 
江南区 3.49 17.91 27.56 41.06 39.36 26.78 25.27 36.89 
秋葉区 2.42 16.67 21.54 37.16 25.14 25.85 21.78 28.24 
南区 4.04 15.49 15.27 41.25 27.82 23.95 40.27 45.94 
西区 1.20 33.62 24.33 24.56 36.55 26.28 22.80 28.90 
西蒲区 3.24 24.71 22.91 29.23 33.08 28.58 27.20 28.38 
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地域における自殺の基礎資料データより作成
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年代別の原因・動機の内訳の状況については，不詳を除いて，健康問題が多く，「～１

９歳」のみ，学校問題が多くなっています。また，「～１９歳，７０～７９歳，８０歳～」

については，次いで，家庭問題が多く，その他の年代については，経済・生活問題が多

くなっています。

図１１ 原因・動機内訳 年代別（平成２１年～２９年 累積） 

職業別の原因・動機別の状況については，不詳を除いて，健康問題が多くなっていま

す。「自営業者・家族従事者」では，経済・生活問題が多く，「学生・生徒等」では，学

校問題が多くなっています。

図１２ 原因・動機内訳 職業別（平成２１年～２９年 累積） 
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